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特 記 仕 様 書 

 

Ⅰ．総則 

１．設計名称  令和５年度法面擁壁台帳予備調査等設計業務（あけぼの他 20団地） 

 

２．履行期間  契約締結日の翌日から令和６年９月 30 日まで 

 

３．適  用   

本特記仕様書は、「令和５年度法面擁壁台帳予備調査等設計業務（あけぼの他 20団地）」

（以下「本業務」という。）に適用する。 

なお本業務は、本特記仕様書によるほか、「保全（土木・造園）設計業務等共通仕様書

（案）（平成 24年４月版）」（以下「共通仕様書」という。）による。 

 

４．受注者は業務の履行中において、調査職員から設計図書（複写）の提出を求められた

ときは、その都度提出するものとする。 

 

５．受注者は設計図書の引渡し後において、設計図書に誤記が認められ、調査職員がその

修正を要求したときは受注者の負担において速やかに修正するものとする。 

 

６．受注者は機構からの貸与品を無断で外部への持出し・閲覧、複写、又、譲渡してはな

らない。 

 

７．この仕様書に記載のない事項又は疑義が生じた事項については、その都度、調査職員

と協議するものとする。 

 

８．本業務を遂行する上で、知り得た機密を要する事項については、他に漏洩しないよう

細心の注意を払うこと。 

 

９．設計図書の提出 

設計が完了したときは、完了届・引渡し書・納品書を各２部と請求書４部を設計図書

一式と共に提出する。修正を必要とするときは、所要の修正を行い再提出の上、完了検

査を受け、設計図書を引渡すものとする。 

 

10．提出書類仕様 

受注者は、提出書類作成に当たっては、グリーン購入法の規定に基づく再生紙を使用

するものとする。 

 

11．業務成績評定 
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本業務は、業務成績評定対象業務である。受注者には業務完了後業務成績評定点を通

知する。なお、付与した業務成績評定点は、将来業務発注時に価格以外の評価項目とし

て使用することがある。 

また、60 点未満の業務成績の通知を受けたものについては、当該業務成績の通知日か

ら起算して 1 年を経過するまでの間、「Ｒ０５・０６年度コンサルタント等業務希望調査

の実施について」にて提出された調査資料は競争参加者の指名の基礎資料としない。 

 

12．設計業務実績データ（ＴＥＣＲＩＳ）の情報提供について 

  当該業務について、「業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」〔ＪＡＣＩＣ（(財)日本

建設情報総合センター）TEL.03-3505-2981 〕の仕様に基づく「登録のための確認のお願

い」を、調査職員の確認を受けた後にＪＡＣＩＣに提供するとともに、ＪＡＣＩＣが発

行する「登録内容確認書」の写しを調査職員に提出しなければならない。なお、各々の

提出期限は、以下のとおりとする。 

  ① 受注時登録データ → 契約締結後 10日以内 

  ② 完了時登録データ → 業務完了後 10日以内 

  ③ 受注時登録データの内容変更があった場合は変更があった日から 10 日以内 

 

13．一括再委託等の禁止 

（１）本業務において、土木設計業務等請負契約書第８条第１項に規定する「主体的部分」

とは、次に掲げるものをいう。 

イ 総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等 

ロ 業務の中核となる図面等の作成 

ハ 打合せ等 

（２）受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型

製作などの簡易な業務の再委託に当たっては、発注者の承諾を必要としない。 

（３）受注者は、（１）、（２）に規定する業務以外の再委託に当たっては、あらかじめその

相手方の住所、氏名、再委託業務の内容、再委託業務の契約予定額及、必要性及び相

手方の選定理由について記載した書面を発注者に提出し、承諾を得なければならない。

なお、再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。 

 

14．暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

（１）本業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」

という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時

点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

（２）（１）により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速や

かにその内容を記載した文書により発注者に報告すること。 

（３）暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じ

た場合は、 発注者と協議を行うこと。 
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Ⅱ．業務内容 

１．業務の目的 

団地内の法面及び擁壁について、「法面・擁壁台帳作成の手引（平成 11 年 12 月）（以

下「手引き」という。）」に基づき、予備調査及び現地調査を行い、防災的見地から点検

が必要なものを重点法面・擁壁として選定する。 

 

２．対象団地 

本業務の対象団地は表-1.1 に示すとおり。 

No. 住まい
センター

団地
コード 団地名 管理開始

年度
敷地面積
（ha） 予備調査 現地調査 備考

1 20105 あけぼの S38 9.94 ○ ○ 重点候補

2 20159 大麻宮町 S42 3.55 ○ ○ 重点候補

3 20172 大麻園町 S43 4.22 ○ ○ 重点候補

4 20189 大麻中町 S44 1.64 ○ ○ 重点候補

5 20215 札幌琴似 S46 0.07 ○ ○ 重点候補

6 20222 五輪 S47 7.24 ○ ○ 重点候補

7 20223 札幌南三条第二 S47 0.06 ○ ○ 重点候補

8 20226 札幌北十二条 S46 0.13 ○ ○ 重点候補

9 20246 札幌本郷 S48 0.68 ○ －

10 20257 札幌平岸 S49 0.66 ○ －

11 20274 東札幌六条 S51 1.90 ○ ○ 重点候補

12 20279 北広島駅前 S51 0.30 ○ ○ 重点候補

13 20287 札幌北一条 S52 0.08 ○ ○ 重点候補

14 20305 澄川 S53 3.39 ○ ○ 重点候補

15 20317 北広島北進町 S53 4.20 ○ ○ 重点候補

16 20318 花川中央 S53 5.40 ○ ○ 重点候補

17 20326 札幌北十条 S54 0.22 ○ ○ 重点候補

18 20339 札幌狸小路 S56 0.15 ○ ○ 重点候補

19 20340 菊水三条 S56 2.04 ○ ○ 重点候補

20 20351 北広島若葉町 S58 2.65 ○ ○ 重点候補

21 20622 新木の花 H12 4.40 ○ ○ 重点候補

対象団地数合計　 21 19

北海道

 

※１ 重点候補：重点法面・擁壁が存在する可能性がある団地について『重点候補』団地とし、対象

となる団地については現地調査を見込む。 

 

表-1.1 対象団地一覧 
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３．業務内容 

（１）予備調査 

１）資料調査 

   対象団地毎に貸与資料の整理を行い、資料から法面・擁壁の有無及び構造等を確認

する（必要に応じ管轄住まいセンターから資料収集を行う）。 

 ２）ヒアリング調査 

団地管理業務受託者及び点検業務受注者に対し法面・擁壁に関するヒアリング調査

を行う。ヒアリング回数については各１回を見込む。 

３）重点団地※２の選定 

手引きに従い、「法面・擁壁重点団地選定表（様式－５）」を作成する。選定結果は、

「法面・擁壁重点団地一覧表（様式－６）」にまとめる。 

※２ 重点団地：主として防災的見地から点検を必要とする団地  

 ４）現地調査 

選定した重点団地について現地調査を行い、資料調査及びヒアリング調査で得られ

た内容について現地との照合を行う。 

 ５）重点法面・擁壁の選定 

重点団地に所在する法面・擁壁の中から、防災的見地から計画点検が必要なものを

重点法面・擁壁として選定する。選定した重点法面・擁壁については写真撮影を行う。 

選定結果は、「重点法面・擁壁選定表（様式－７）」及び「重点法面・擁壁選定図（様

式－８）」にまとめる。 

 ６）調査結果の整理 

   予備調査及び現地調査結果について、別紙－１に示す「予備調査及び現地調査結果

シート（案）」にまとめる。 

 

４．貸与資料 

  本業務の実施にあたり、機構から受注者への貸与資料は以下のとおり。 

・保全（土木・造園）設計業務等共通仕様書（案）（平成 24年４月） 

・法面・擁壁台帳作成の手引（平成 11年 12 月） 

・のり面・擁壁点検の手引（昭和 60 年１月） 

・のり面・擁壁点検マニュアル（案）（昭和 60 年１月） 

・団地竣工時等の設計図又は完成図、各種台帳（製本、ＰＤＦ又はＣＡＤ） 

・測量成果 

・団地配置図（ＰＤＦ及びＣＡＤ） 

 

５．設計業務の成果 

本業務の成果品は、以下のとおりとする。 

・Ａ４チューブファイル綴じ込み２部（電子媒体（CD-ROM 等）含む） 

  ・電子データは団地毎のフォルダを作成し、下表に基づきデータを格納すること。 
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  ・下表に記載のないものについては調査職員の指示による。 

名称 印刷サイズ 電子データ形式 

様式－５ ～ 様式－７ Ａ４ Excel 

様式－８ Ａ４ CAD（DXF 又は DWG） 

予備調査及び現地調査結果シート（案） Ａ４ Excel 

閲覧用データ Ａ４ PDF 

貸与資料 Ａ４またはＡ３ PDF 

なお、報告書作成に使用するソフトは Windows における Word、Excel、図面作成につ

いては、AutoCad を使用するものとする。 

 

６．閲覧資料 

  本業務に関する積算基準及び貸与資料の一部は閲覧に供する。 

以 上  
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別紙－１ 

予備調査及び現地調査結果シート（案） 調査実施年月

コード 名称 コード 名称 コード 名称 旧コード 旧名称

1 20 東京 60 北海道

【凡例】

：写真位置

：敷地境界

　あり　/　なし

　あり　/　なし

　あり　/　なし

現地写真

令和　年　月

№
エリア 住まいセンター 団地

住所
備考

重点法面・擁壁配置図

重点法面（S）の有無

重点擁壁（W）の有無

重点法面擁壁（SW）の有無

備　考

※配置図貼り付け
・方位を入れる。
・スケールには単位（ｍ）を付する。
・重点以外の法面擁壁には『対象外』と明記する。

現地写真は枚数が多い場合は
別ページとしてもよい。


